
 

2024 年度税制改正_税制適格ストックオプシ

ョンに係る優遇措置拡大について 
Seiwa Newsletter Apr. 2024 (特別版_春号) 

  

RSM清和監査法人 公認会計士 中村 直樹 

RSM清和監査法人 公認会計士 髙橋 良輔 
 

 

Copyright (C) 2024 RSM Seiwa All right reserved. Seiwa Newsletter Apr. 2024  1 

 

I. はじめに 
 

今月のSeiwa Newsletterは、特別号として、2024年度の税制適格ストックオプションに関する税制改正について説明します。 

 

II. ストックオプション制度の復習 
 

(1) ストックオプション（以下、SO）について 

① ストックオプションの種類 

ストックオプションには、有償ストックオプションや無償ストックオプションがあり、これらを活用した様々なストックオプションがあります。 

 

② 税制改正の対象となるストックオプション 

今回の税制改正のメインは、「税制適格ストックオプション」が対象となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 税制適格ストックオプションについて 

① 制度の概要 

一定の取締役・使用人等が株式会社から一定の要件を満たす新株予約権（税制適格ストックオプション）を付与された場合におい

て、新株予約権行使時の給与所得課税は行われず、株式売却時のみの譲渡益課税となる制度になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

② 税制適格ストックオプションの税務メリット 

税制非適格ストックオプションと比較して、課税タイミング及び税率が優遇されており、下記赤字部分が大きな相違点となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

III. 税制改正の内容 
 

(1) 改正内容の概要 

改正点は下記の赤字になります。以降で各項目の内容の詳細を解説いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(2) 改正内容の詳細 

① 外部協力者に対してストックオプションを発行する際の要件の見直し（新株予約権の付与対象者の拡充等） 

新株予約権の付与対象者である社外高度人材への付与要件を緩和、認定手続きを軽減するなどの拡充が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 1年あたりの権利行使価格の限度額引き上げ 

スタートアップ企業の人材獲得力向上のため、スタートアップ企業が付与するストックオプションの１年あたりの権利行使価額の上限を

最大で改正前の3倍となる年間3,600万円へ引き上げが実施されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 権利行使により交付される株式（適用対象となる新株予約権に係る株式）の保管委託要件の緩和 

これまでは、税制適格ストックオプションの要件を満たすために、証券会社等と契約し、専用口座を従業員ごとに開設し、株式の保管

委託をする必要がありましたが、企業買収時等において機動的に対応できるよう、証券会社等による管理に代えて、スタートアップ企業

自身による管理の方法が新設されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

Seiwa Newsletter に関するご質問等は、当法人ウェブサイトの「お問い合わせ」フォームにてお願いいたします。 

https://www.rsm.global/japan/audit/ja/contact 

④ まとめ 

今回の税制改正に伴い、税制適格ストックオプションの利用に際して、発行会社・付与対象者共に有利な改正となり、2024年4月

1日から適用となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IV. その他 
Q&A 

過年度発行のストックオプションも、以下に記載の通り、契約書等を変更すれば、新税制対応版への変更が可能となっています。 
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